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２．ラジオゾンデ観測 

(1) ラジオゾンデ観測の開始 

1920 年代になり，気球に吊るした測器による測定値を

無線で地上に送信するラジオゾンデの研究・開発が欧米

で行われ，昭和 4(1929)年に Bureau(フランス)が最初のラ

ジ オ ゾ ン デ を 飛 揚 し ， 翌 昭 和 5(1930) 年 に は

Moltchanov(ロシア )や Duckert(ドイツ )がそれに続いた

(DuBois et al.：2002)．我が国においては，欧米にやや遅

れて陸軍，中央気象台や海軍が個別に開発を開始した． 

中央気象台においては昭和 7(1932)年に研究に着手し

て，各種の要素技術の研究試作，数度の実地飛揚試験の

後，昭和 10(1935)年に中央気象台羽田出張所において初

めて完全なる記録を得た．昭和 13(1938)年 6 月中央気象

台布佐出張所において，中央気象台 1 号型ラジオゾンデ

(口絵 16)による一日 1 回の現業観測が始まった．このゾ

ンデは，気圧・気温・湿度センサーの機械的偏位を送信

機発信回路のコンデンサ容量に替え，その容量の変化に

よる送信周波数の変化を測定する搬送周波数変化式のも

ので，気象要素ごとに異なる周波数で伝送するため，1 要

素につき 1 送信機を有し，地上の受信機も各々専用のも

のを用いた． 

高層気象台においては，昭和 12(1937)年にラジオゾン

デの研究を開始したが，そのときは完成を見なかった．

ラジオゾンデを飛揚した記録は，昭和 14(1939)年の日誌

などに見られるが，最初の飛揚をいつ実施したかは定か

でない． 

昭和 19(1944)年 10 月，高層気象台において，ラジオゾ

ンデの現業観測を開始した．観測に使用したラジオゾン

デは中央気象台 1 号型のほか，陸軍供与の三式温湿発振

器(三式ゾンデ)が多く用いられた．特に終戦後は軍放出

の三式ゾンデ，昭和 22(1947)年からは，三式ゾンデを改

良した S43K 型ラジオゾンデを使用した． 
 

(2) レーウィン観測の開始 

昭和 6(1931)年に Blair・Lewis(アメリカ)が，気球に発

信器を吊り下げて飛揚して無線で追跡する方法(ラジオ

トラッキング)について発表した．以降，天候に左右され

ずに風を測定できる無線測風方法(レーウィン)について

の研究開発が，世界各国で盛んにおこなわれた(DuBois et 

al.：2002)．中央気象台においては，昭和 14(1939)年に中

央気象台嘱託となった東京帝国大学航空研究所の抜山が，

ラジオトラッキングの研究開発を指導して，当時として

は画期的であった抜山式測風方向探知機を開発するとと

もに，布佐出張所においてラジオトラッキング用送信機

(中央気象台 2 号型ラジオゾンデ)の試作をすすめ，昭和

15(1940)年に完了した． 

高層気象台では昭和 19(1944)年 4 月にレーウィン受信

室を布佐出張所から移設してレーウィン研究を開始して

おり，9 月以降は曇天で経緯儀による観測が不能の場合，

レーウィンによる測風観測が行われることがあったが，

現業観測の開始は 1948 年 11 月になってからである．な

お，この抜山式測風方向探知機(最小感度方式)は，15MHz
の発振器が入手困難であったため，現業観測の開始は

1948 年 11 月となった． 
 

(3) 終戦後の臨時観測等業務 

昭和 24(1949)年の行政整理に伴い中央気象台が東京で

の観測を中止したため，それまで東京で行われていた試

験観測の多くを高層気象台が引き継ぐこととなり研究へ

の協力が増加した．終戦後にはラジオゾンデやレーウィ

ンを使用し，各種の臨時観測を実施している． 

昭和 23(1948)年 4・11 月，昭和 24(1949)年 6・12 月及

び昭和 25(1950)年 5 月に 10 日間実施された国際高層観

測に協力し，一日 4 回ラジオゾンデ及び測風気球または

レーウィンによる観測を行った． 

昭和 23(1948)年 5 月の金環日食では，高層気象台は，

中心食帯に近い礼文島・稚内において，総勢 40 名以上の

体制で臨時観測を実施した．稚内付近における日食は 9
日 10 時 25 分頃に始まり，11 時 51 分頃に食が最大とな

り，13 時 18 分頃に終わるものであった．日食期間中に

できるだけ多く観測を行い，また平常時の状態も観測す

るために，稚内における観測期間は 7 日から 11 日まで

の 5 日間で，7 日は 12・18・22 時，11 日は 06 時のみ実

施した．8 日から 10 日は，10 時から 13 時 20 分までの

間を 20 分間隔で実施し，その時間帯の前後では 06・08・
09 時・09 時 30 分と 13 時 50 分・14 時 20 分・15 時・16
時・18 時・22 時に実施した．礼文島では 8 日から 10 日

までの 3 日間で，稚内と同じタイミングで実施する計画

であったが，悪天候等により 25 回の実施にとどまった． 

稚内における観測は，稚内測候所(当時)を放球場とし

て，地表から高度 13km 以上までの各レベルの微細な変

動を調べるため，500g 気球(平均上昇速度約 415m/min)に
ラジオゾンデを吊り下げて放球し，それを双経緯儀法で

観測した．この観測には，気温と湿度の受信機を 3 組使

用した．また，稚内では石英分光器を用いたオゾン層観

測も実施した．礼文島における観測は，下層大気の気流

変化を極力細かく正確に測定するため，ほぼ同じ重さ・

浮力の白色と赤色の 2 つの 40g 気球を同時に放球して，

それを双経緯儀法で観測した． 
この臨時観測により，日食の効果として気温が地表で
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4.4℃，成層圏で 10℃以上顕著に低下したこと，成層圏に

おける温度変化の振幅が高度 15km 以上で急激に増加し

て 18-19km で最大となりその後減少する様子がオゾンの

鉛直分布と類似していることなどが報告されている(中
央気象台：1949)． 

昭和 25(1950)年 9 月のカムチャッカ・アリューシャン

の皆既日食の際にも，中央気象台，札幌・東京各管区気

象台の協力のもと稚内・輪島・館野において同様の観測

を一日実施した(北岡：1960a)．北岡(1960b)は，この臨時

観測結果等から，圏界面付近で時に異常に大きな短周期

の振動が起こることを明らかにした． 
 

(4) 高層気象台におけるラジオゾンデ，レーウィン観測

の確立 

中央気象台 1 号型に代表される搬送周波数変化式ラジ

オゾンデには，観測要素ごとに受信機を要し各々に観測

者を配置する必要があることや，周波数が短波帯の広い

範囲で変化するため混信を受けやすいことなどの欠点が

あり，これを解決するために符号式ゾンデ S48 型ラジオ

ゾンデが開発され，観測に使用されるようになった． 

符号式ゾンデは，センサー部(空盒(くうごう)気圧計・

バイメタル温度計・毛髪湿度計)，符号発生部(符号発生機

構・モータ)と発振器部などで構成され，気圧・気温・湿

度の観測値をモールス符号として送信し，聴受による手

書き，またはラジオゾンデ符号自動記録装置による記録

が行われた．高度は P-T 線図から求めた各指定気圧面間

の層厚の積算により計算された． 

高層気象台においても，昭和 24(1949)年に S48 型ラジ

オゾンデ(符号式，搬送波 27MHz，図 3.2.1)へ変更した． 
 

 
図 3.2.1 中央気象台 S48A 型ラジオゾンデ 

 

その後，国際電気通信条約によりラジオゾンデの割当

周波数帯が 400~420MHz となったことを受け，昭和

25(1950)年に搬送波を 402MHz とした S49 型ラジオゾン

デに移行した．また，同年 S50 型，昭和 27(1952)年には

符号板が改良された S52 型との併用，その後レーウィン

観測とラジオゾンデ観測の双方に利用できるレーウィン

ゾンデ RS52 型，RS53 型，RS56 型へと運用が変わって

行った． 

レーウィン観測においては，昭和 23(1948)年に，W44
型発振器(発信周波数 300MHz)と D44 型方向探知機(最大

感度方式：八木アンテナと受信機を三脚に載せ，ハンド

ルの手動操作で受信音が最大になる方位角・高度角を測

定．図 3.2.2)を用いた観測が始まったが，感度が悪く観測

可能高度も低かったことから，測風経緯儀による観測を

併用した． 

昭和 25(1950)年に W49 型発振器(発信周波数 408MHz，)

への変更があり，同年には D49E 型方向探知機(等感度方

式：特性の等しい 4 個の八木アンテナを配置し，各アン

テナからの受信レベルが等しくなる方向を電波の到来方 
 

 
図 3.2.2 D44 型方向探知機(最大感度方式) 

 

 
図 3.2.3 D49E 型方向探知機(等感度方式) 
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向として方位角と高度角を測定，図 3.2.3)が導入された．

D49E 型方向探知機は，S52 型，RS52 型，RS56 型へと変

更される間も運用された．この頃は，ゾンデが雲に入る

までは測風経緯儀，その後は無線で追跡する観測方式(レ
ーウィン観測)を実施した． 
 

(5) 中継観測の試み 

西風の強い冬季には気球の水平移動距離が伸び，電波

の入射角度が小さくなることで地面反射の影響が大きく

なり測風観測の精度が落ちる．これを解消するため，昭

和 25(1950)年に，本庄で飛揚したレーウィンを館野で中

継受信する中継観測(リレー観測)を試みて，観測高度 2
万 m で水平距離を半分にすることができた．さらに，昭

和 27(1952)年 1 月から 3 月にかけて測風経緯儀とレーウ

ィン(悪天時に本庄では最大感度式方向探知機，館野は等

感度式方向探知機)を利用して本庄～館野の中継観測を

行った (高層気象台：1954)．また同年 12 月から昭和

28(1953)年 3 月の観測では本庄の方向探知機を等感度式

に変更し，精度を向上させた(角：1955)．昭和 29(1954)年
1 月から 3 月，同年 12 月から昭和 30(1955)年 3 月及び昭

和 31(1956)年 1 月から 3 月には，茨城県の鹿嶋を中継地

点として観測を実施している(高層気象台：1957)．中継観

測は高高度の上層風の観測が可能となるが，人手を多く

要するため，定常的な観測としては実施されなかった． 
 

(6) 自動追跡記録型方向探知機の導入と観測時刻等の

全国統一 

米軍の使用していた AN/GMD-1A 型自動追跡記録型方

向探知機は，1600MHz 帯と波長が短くパラボラアンテナ

を使用し，測角誤差が小さく非常に高性能であった．昭

和 28(1953)年に在日米空軍から GMD-1A型の日本への貸

与の申し出があり，中央気象台では，測風精度向上と昭

和 32(1957)年から始まる IGY の観測要請に応えるため，

昭和 30(1955)年の秋田・輪島から GMD-1A 型自動追跡記

録型方向探知機の設置が始まった．また，GMD-1A 型を

モデルにして開発した国産の D55A 型自動追跡記録型方

向探知機(図 3.2.4)が，昭和 31(1956)年頃から使われるよ

うになった． 
高層気象台は，D55A 型の現業観測導入に先立ち，昭和

32(1957)年 2 月に，館野，鉾田，佐原の 3 地点に方向探

知機及び測風経緯儀を設置して，レーウィンゾンデ及び

エコーゾンデにより D55A 型の測角精度の試験を行い，

同年 4 月に D55A 型による現業観測へと移行した．この

移行では飛揚する測器も周波数 1680MHz の RSII-56 型レ

ーウィンゾンデ(口絵 16)，W57 型レーウィンへと変更さ

れ，測風経緯儀による高層風観測を同年 10 月に廃止し

た． 
レーウィンゾンデ観測においては，自動符号記録装置

により手書き受信の必要がなくなった．なお，D55A 型

を導入するため，昭和 31(1956)年秋に，庁舎北方約 60m
の位置に円柱状の測風塔の新築等をして，翌昭和

32(1957)年に旧測風塔へ D55A 型のアンテナ設置等を行

った． 

その後，レーウィンゾンデは，昭和 51(1976)年に搬送

波発振器部をトランジスタ化した RSII-56A 型レーウィ

ンゾンデへと変更された．レーウィンは昭和 34(1959)年
に W58 型へ，昭和 36(1961)年に W60 型へ，昭和 51(1976)

年に W75 型へと変更された． 
 

  
図 3.2.4 D55A 型自動追跡記録型方向探知機 

 

観測回数は，昭和 27(1952)年 12 月に 00 時・12 時の一

日 2 回観測であったが，昭和 32(1957)年 4 月に全国的に

変更された高層気象観測時刻に合わせ，レーウィンゾン

デ観測は 09 時及び 21 時，高層風観測は 7 月に 03・15 時

のレーウィン観測を加えて一日 4 回観測となった．観測

時間の変更にともなう統計上のずれを調整するため，全

国いくつかの官署で実施された特別観測においては，昭

和 35(1960)年，昭和 36(1961)年に 6 時間毎，昭和 39(1964)

年，昭和 40(1965)年に 3 時間毎のレーウィンゾンデ観測

を実施した．また，昭和 32(1957)年 7 月から昭和 33(1958)

年 12 月に行われた IGY の期間中，高層気象台では，現

業観測の到達高度の目標を 50hPa として 2000g の大型気

球を用い，この期間中 6 回の世界気象特別期間には目標

到達高度を 10hPa としてゾンデ・レーウィン一日 4 回の

観測を行った． 
 

(7) 高層風観測へのエコー方式の導入と改善 

D55A 型方向探知機を導入してからも，偏西風が強い
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冬季は，気球(レーウィンまたはレーウィンゾンデ)が遠

くへ流され，気球の高度よりも流された距離の方が長く

なり，高度角が極めて低くなってしまうため風速誤差が

大きかった．この風速誤差を改善するため，高度角が低

い場合の無線測風方式としては，地上送信機から発射し

たパルス電波をレーウィンの送受信機(トランスポンダ

ー)が地上へ送り返すパルス電波の往復時間を測定して

気球までの直距離から水平距離を求めて高層風を計算す

るエコー方式が導入された．エコー方式は，レーウィン

の高度と方向探知機の方位角で求めるレーウィン方式よ

りも優れていることから，パルス電波発射装置の製作に

入り，昭和 32(1957)年，昭和 33(1958)年に高層気象台に

おいて感度性能・測距精度確認のための試験観測が実施

された．昭和 33(1958)年末からは，高層気象台を含む 4
官署で 15 時の観測においてエコー方式を用い，昭和

34(1959)年 1 月には EW58 型エコーレーウィン及び D55A
型に測距装置等を付加した RD56 型エコーゾンデ観測装

置による現業観測を開始した(鈴木：1963)．口絵 16 にエ

コーゾンデの例を示す． 
D55A 型では，測風と同時にゾンデ観測ができるエコ

ーゾンデに対する感度がやや不足していたが，地上観測

装置にパラメトリック増幅器が設置されてからは，ゾン

デ符号も十分受信できるようになり，昭和 37(1962)年 4
月以降，高層気象台では 09 時の観測を原則としてエコ

ーゾンデ(ES58 型，ES61 型)により行なった．なお，高層

風の計算は，観測者が航跡図を作成して移動方向と移動

量を読み取って風向・風速を求める方法により行われて

いたが，昭和 52(1977)年にプログラミングが可能な電子

卓上型計算機による計算方法に変更された． 

その後，方向探知機はトランジスタ化した正副切替方

式の D55B2 型自動追跡記録型方向探知機(図 3.2.5)へ，エ

コーゾンデ観測装置は RD56B 型へ更新されて，高層気

象台では昭和 47(1972)年にその運用を開始した．また，

エコーゾンデは，昭和 54(1979)年に受信器部を変更した

ES78 型エコーゾンデに変更された． 
 

 

図 3.2.5 D55B2 型自動追跡記録型方向探知機 

高層気象台では昭和 56(1981)年までエコーゾンデによ

り 09 時の観測を行っていたが，ゾンデが高価であるこ

と，地上装置の保守整備がやや複雑であるなどの理由か

ら，高層気象台以外への国内展開では根室・秋田・八丈

島・鹿児島へ導入されたが観測回数は少なかった．なお，

エコーゾンデによる観測は，昭和 56(1981)年 3 月の変調

周波数変化式レーウィンゾンデ(RS2-80 型)の運用開始に

伴い廃止された． 
 

(8) 高層気象観測の近代化 

昭和 45(1970)年頃から高層気象観測の近代化計画が検

討され，観測の効率化，データの均質化，観測通報の迅

速化のため，信号を計算機処理できる新型ゾンデの開発

が進められた．新型ゾンデは，気象要素の変化をセンサ

ーの抵抗変化でとらえ，それにより搬送波を変調して伝

送する，変調周波数変化式ゾンデとして計画された．こ

の開発に関する気象研究所の特別研究(昭和 50～52(1975

～77)年度)の飛揚試験を高層気象台で行った． 
抵抗変換方式への変更に沿ったセンサー開発も行われ，

新型ゾンデでは，気圧計は温度補正不要のスミスパン空

盒の抵抗接点式空盒気圧計，気温センサーはサーミスタ

温度計，湿度計はカーボン湿度計が使われた．また，高

度計算は P-T 線図で手計算する方法から，測高公式で計

算機を用いて算出する方法に変更された． 

高層気象台では，昭和 56(1981)年 3 月に変調周波数変

化式 RS2-80 型レーウィンゾンデ(口絵 16)による観測へ

移行した．全国的にもほぼ同時期に RS2-80 型へ移行し

た．移行に伴い高層気象台では，符号式レーウィンゾン

デ (RSII-56 型 )と変調周波数変化式レーウィンゾンデ

(RS2-80 型)との連結飛揚による比較観測を昭和 56(1981)

年 3・6・9・12 月に昼夜各 5 回ずつ実施した(観測部高層

課：1983)．また，全国展開に向けての研修を高層気象台

で実施した． 

昭和 56(1981)年から翌昭和 57(1982)年には，新湿度計

及び温度計の降雨時等における影響について調査した

(榎本：1983)．また昭和 57(1982)年には，RS2-80 型にお

ける日射による気温誤差の補正(日射補正)について検証

するため，TR-67 型の発信部をトランジスタ化した気温

基準ゾンデ(TR-82 型)との比較観測を 11 回実施した(観
測部高層課：1984)． 
 

(9) 高層気象観測の自動化 

 昭和 56(1981)年に RS2-80 型レーウィンゾンデへと移

行した後も，ゾンデ信号観測装置(アナログ記録器)の記

録を読み取って卓上計算機で気温・湿度・高度を算出す
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る方式がとられていたが，昭和 61(1986)年になって高層

気象観測資料自動処理装置(図 3.2.6)の整備が開始された． 
高層気象観測資料自動処理装置は信号変換装置とミニ

コンピュータを主体としたデータ処理装置等からなり，

ゾンデ測定信号及び方向探知機の角度信号の収集から各

種計算処理，高層気象観測電報の作成送信までをリアル

タイムに自動で行うものであった(観測部高層課：1987)．
高層気象台では，昭和 60(1985)年に自動化対応のため無

指向性アンテナを設置するなどの準備を行い，昭和

61(1986)年 3 月に運用を開始した．運用開始後の昭和

61(1986)年末から翌年 3 月まで，低高度角における測角

値の修正処理の検証のために，D55B2 と測風経緯儀によ

る測角比較観測を 33 回実施している(金子ほか：1988)．

また，平成元(1989)年から平成 2(1990)年にかけては，ア

ンテナ周辺で生じるエッジ反射を防止する実験に取り組

み，反射波防止装置を開発し，測角の乱れ防止に成功し

た(新井ほか：1990)．このほか，方向探知機の追跡精度確

認方法の改良にも取り組み，天候に左右される経緯儀と

の比較観測の補完的手段として極軌道衛星を利用する方

法を考案し，平成 5，7(1993，1995)年に試験観測を行っ

た(坂尻・須田：1996)． 
 

 
図 3.2.6 高層気象観測資料自動処理装置 

(阿部(2015)から引用)． 

 

(10) JMA-91 型高層気象観測装置の導入 

財政的な事情もあり，ミニコンピュータ主体の高層気

象観測資料自動処理装置の展開が進まなかったことから，

パーソナルコンピュータによるデータ処理装置とモノパ

ルス方式の自動追跡型方向探知機等で構成される JMA-

91 型高層気象観測装置 (図 3.2.7)が開発されて，平成

4(1992)年に整備された． 

JMA-91 型高層気象観測装置は，ゾンデの自動追跡と

ゾンデ信号の受信，観測処理，気象報の作成・通報まで

を一貫して行う総合観測システムである．方向探知機も，

D55B2型の円錐走査方式からモノパルス方式への変更に 

 

図 3.2.7 JMA-91 型高層気象観測装置 
上段：左自動追跡型方向探知機(左)，レドーム(右) 

下段：ゾンデ信号変換器，操作部，データ処理装置 

 

より，飛揚直後のゾンデの捕捉が従来よりも容易になる

と共に，高い測角精度が得られるようなった(観測部高層

課：1996)． 
また，観測装置と並行して，RS2-80 型のセンサー等を

改良した RS2-91 型レーウィンゾンデ(口絵 16)が開発さ

れ，JMA-91 型が整備された官署から順に使用を開始し

た．RS2-91 型の気圧センサーは静電容量変化式空盒気圧

計で，温度補正用の温度測定用サーミスタが内蔵されて

いる．気温センサーについては，RS2-80 型より小型化し

たほか，日射放射等の影響を小さくするために全体をア

ルミニウム蒸着・ガラスコーティング，水滴付着軽減の

ためのシリコン膜塗布，水滴が落ちやすい構造とするな

どの改善がなされた．湿度センサーは静電容量変化式で，

日射と水滴の侵入を防ぐためにアルミキャップを被せた．

受信装置の性能が向上したことにより，平成 5(1993)年に

レーウィンを，W75 型から発信機出力を抑えた W92 型

に変更した． 

高層気象台では，JMA-91 型高層気象観測装置に更新

した際に，D55B2 型方向探知機を試験室に移設した．こ

れら二つの方式の方向探知機で同一の発信器を追跡して，

風向・風速の比較を行った(佐藤ほか：1993)．また，JMA-

91 型の使用開始前後と平成 5，6(1993，1994)年にそれぞ

れ 2 回ずつ，RS2-80 型と RS2-91 型の連結飛揚による比

較観測を実施した． 
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平成 11(1999)年に RS2-91 型レーウィンゾンデの湿度

センサーを，保管時の高湿による影響が少なく，加湿・

除湿方向の特性の差が小さな新センサーへと変更した際

には，観測部高層課の依頼により，新旧センサーの比較

観測を行った(澁江ほか：2000)． 

平成 20(2008)年には，RSII-56，RS2-80，RS2-91 型ゾン

デの比較観測による新旧ゾンデ間の特性比較の偏差を利

用し，観測値を同一に扱うための補正を行い，昭和

31(1956)年 7 月から平成 19(2007)年 12 月にかけての 21
時の各指定気圧面気温の月平均値のトレンド調査を実施

した(上里ほか：2008)． 
 

(11) オメガゾンデの試験観測への協力 

昭和 43(1968)年から平成 9(1997)年まで運用されたオ

メガ航法システムは，船舶・航空機向けの電波航法シス

テムの一つで，8 つの送信局で全世界をカバーした．日

本は，昭和 50(1975)年から平成 9(1997)年 9 月までの間，

海上保安庁が対馬オメガ局を運用していた(竹内ほか：

2014)．このオメガ航法システムをラジオゾンデの位置決

定に利用して高層風観測を行うゾンデをオメガゾンデと

呼んだ．オメガゾンデには，パラボラアンテナでラジオ

ゾンデを自動追尾する必要がなく，地上のアンテナ施設

を小型軽量化できるという特徴があり，昭和 40(1965)年
に提案されて以来，各国で研究開発がすすみ，日本でも

気象研究所がオメガ高層風観測システムを開発した(青

柳：1974)．昭和 52(1977)年には，オメガ高層風観測シス

テムの改良のために，高層気象台においてエコーゾンデ

とオメガゾンデの比較観測を行った(浅井ほか：1979)． 
昭和 63(1988)年から翌年にかけて，気象研究所の「気

象観測の総合化の基礎的研究」に協力し，計 4 回 19 日間

の総合観測に参加し，RS2-80 型レーウィンゾンデの 6 時

間ごとの観測と Vaisala RS80-15N 型オメガゾンデの同時

飛揚や連結飛揚，係留気球による観測などを実施した(気

象研究所：1994)．その後，平成 5(1993)年には気象研究

所の「台風と総観場の相互作用に関する研究」に協力し

てオメガゾンデを飛揚し，同年から翌年にかけても，気

象研究所の「竜巻等瞬発性気象現象に関する研究」に協

力してオメガゾンデを飛揚した．さらに，平成 7(1995)年
の「つくば域降雨観測実験」のためのオメガゾンデ飛揚

に協力した(瀬古ほか：1998)． 
 

(12) WMO ラジオゾンデ比較観測(フェーズ IV)の開催 

平成 5(1993)年 2 月から 3 月にかけて，高層気象台を

会場として WMO ラジオゾンデ比較観測(フェーズ IV)が
実施された(口絵 31，32)．WMO のラジオゾンデ比較観

測は，昭和 59(1984)年にイギリス (フェーズ I)，昭和

60(1985)年にアメリカ(フェーズ II)，平成元(1989)年に旧

ソ連(フェーズ III)で開催されてきたが，日本で開催され

たフェーズ IV をもって一連の国際比較が終了した．フ

ェーズ IV では，我が国のほかフィンランド，米の 3 か

国が参加し，7 種類のラジオゾンデ(日本：RS2-80 型，

RS2-91 型，フィンランド：Vaisala RS80-15N 型，RS80-

15LH型，アメリカ：AIR-IS-4A-1680HS，AIR-IS-4A-403L，
VIZ Microsonde2)を一日 3 回，20 日間飛揚した．比較観

測は，各ラジオゾンデ間の気圧・気温・湿度及び高度の

観測値の系統的な差の定量化，異なる風観測システムに

よる風の観測値の差の評価，指定気圧面データの差の定

量化，気温観測の放射による誤差の評価等を目的に行わ

れ，その結果は平成 8(1996)年に WMO から最終報告書

(WMO/TD-No.742)として公表された． 
高層気象台においては特別の体制でこれに取り組み，

アンテナ設置台や飛揚準備台等の施設・設備の準備，1 回

に 6 台のゾンデを連結飛揚するためのゾンデ連結リグ

(図 3.2.8)の制作と航空法上の手続き，外国からの人員・

器材の受入や生活支援，飛揚作業に係る人員配置や地上

気象観測値の提供等を行い，大きなトラブルもなく全 60

回の飛揚を完遂した(林・阿部：1994)． 

 
図 3.2.8 WMO ラジオゾンデ比較観測フェーズ IV にお

けるゾンデ連結飛揚形状． 
(林・阿部(1994)から引用)． 
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(13) ウィンドプロファイラ観測に係る業務実験 

ウィンドプロファイラ(WPR)は，地上から上空に向け

て電波を発射し，大気の乱れ(大気の屈折率の不連続)に
より散乱されて戻ってきた電波の周波数のドップラー偏

移をもとに，その地点の上空の風を連続的に観測する装

置である．国外では，平成 4(1992)年から米国海洋大気庁

による WPR 観測網の実用化試験が行われて，毎時の観

測結果が GTS 回線を通じて気象庁に配信されていた．国

内では，気象研究所において昭和 63(1988)年から研究観

測が行われていた． 

平成 6(1994)年 4 月から平成 9(1997)年 3 月までの 3 年

間，高層気象台は，気象庁観測部・予報部・気象研究所

と共同して「ウィンドプロファイラによる風観測の定常

化に関する業務実験」を実施した．業務実験の目的は，

(i)WPR 資料報を作成・伝送する処理プログラム等の開発，

(ii)WPR データの取得率や品質等の評価，(iii)予報業務に

おける WPR データの有効性の評価，(iv)現業運用の問題

点の検討の 4 項目について調査・技術開発を行い，その

結果に基づき現業観測への導入に必要な事項を明らかに

することであった．業務実験は，気象研究所の WPR を

使用して，1 年目のうちに WPR データを L-ADESS にオ

ンライン出力する体制を整えて，2 年目から 3 年目にか

けてデータを蓄積した．また 3 年目には高層気象台内に

「作業部会」を設けて，データ解析と報告書作成を行っ

た．高層気象台は，上記の(iii)を除くすべての項目に取り

組んだ． 

この業務実験により，(i)WPR の観測結果を資料報とし

て自動的に伝送するシステムについて問題点の多くが対

処可能であること，(ii)WPR のデータは適切な品質管理

を行うことでレーウィンゾンデと同等の高品質な観測結

果となし得ること，また機器改良や信号処理の改善によ

り取得率の改善が期待できること，(iii)WPR データの利

用により大気状態の詳細な把握ができ，予報精度の向上

が期待できること，(iv)最新の装置では観測性能・操作性

等が向上しており，必要な設備・体制を整えれば現業観

測での運用で大きな問題とならないことが明らかになっ

た．平成 9(1997)年 3 月に，業務実験の結果を取りまとめ

た「ウィンドプロファイラによる風観測の定常化に関す

る業務実験報告書」を発表した(高層気象台ほか：1998)． 
その後気象庁は，豪雨をもたらす湿潤大気の流れの動

向を常時監視することができる WPR 観測網の整備を計

画し，平成 13(2001)年 4 月に局地的気象監視システム 
(WINDAS)による高層風の現業観測を開始した (加藤ほ

か：2003)． 
 

(14) GPS ゾンデの導入 

 平成 8(1996)年に Vaisala が高層風観測における GPS の

利用を開始(VAISALA：2014)するなど，方向探知機方式

に代わり，操作が容易で，方向探知機のように複雑な受

信設備を必要とせず，観測所からの距離に関わらず同じ

精度で測風が可能な，GPS 方式を利用して高層風観測を

行うゾンデ(GPS ゾンデ)の開発が世界各国ですすめられ

た．平成 13(2001)年にブラジルで開催された WMOの GPS
ラジオゾンデ国際比較に参加した 5 種類のゾンデの多く

は完成されたものではなかった(Silveira et al.：2003)が，

平成 17(2005)年にモーリシャスで開催された WMO の

GPS ラジオゾンデ国際比較に参加した日本を含む 7 種類

の GPS ゾンデは実用化されたもので，これらの GPS ゾ

ンデの性能は高く評価された(Nash et al.：2006)．気象庁

においても，平成 7(1995)年に「次世代高層気象観測シス

テム検討委員会」を設け，次期高層気象観測網の構築に

ついての検討を進め，平成 9(1997)年に報告書をまとめ，

引き続き技術面，経費面を注視しつつ検討を進めること

とした(観測部観測課：2007)． 
高層気象台においては，平成 8(1996)年に Vaisala GPS

ゾンデの試験観測，平成 9(1997)年の Vaisala のオメガゾ

ンデと GPS ゾンデの連結飛揚や，平成 9(1997)年の「つ

くば域降雨観測実験」を始めとした様々な研究観測にお

いて GPS ゾンデの飛揚を実施した． 
 国内の気象官署における GPS ゾンデの導入は離島官

署が先行した．平成 14(2002)年 4 月に，南鳥島気象観測

所に明星電気 RS-01G 型 GPS ゾンデ(気圧計非搭載，図

3.2.9)が，翌平成 15(2003)年 3 月に父島気象観測所に

Lockheed Martin Sippican(LMS) MARK II A 型 GPS ゾンデ

が導入された．離島官署への導入に先立ち，高層気象台

において平成 13(2001)年に RS-01G 型と RS2-91 型レーウ

ィンゾンデの，平成 14(2002)年に MARK II A 型と RS2-

91 の連結飛揚を行った．また，平成 15 年(2003)に，GPS
ゾンデを使用して，観測前の点検，気球への水素ガスの

充填，観測の実施，観測結果の通報までの一連の観測作

業のすべてを自動的に行う集合型 GPS 高層気象観測シ

ステム(ABL)が，国内で初めて八丈島測候所に導入され，

同年 6 月に観測が開始された(観測部観測課：2007)．八

丈島での観測開始に先立ち，高層気象台において，同年

2 月に ABL で使用する Vaisala RS80-15GA 型 GPS ゾンデ

と RS2-91 型の連結飛揚を行った．石垣島地方気象台ほ

かでは，明星電気の ABL が導入され，明星電気 RS-01GM
型 GPS ゾンデを使用していたが，平成 22(2010)年からは

温度センサーの小型化等の改善がされた明星電気 RS-

06G 型 GPS ゾンデが使われた．高層気象台において，平
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成 21(2009)年に RS-06G 型と RS2-91 型の比較観測を昼夜

各 10 回行った． 
 

 
図 3.2.9 明星電気 RS-01G 型 GPS ゾンデ 

 

 高層気象台では，平成 21(2009)年 12 月に簡易型 GPS
高層気象観測システム (MBL)が導入され，現業観測で 

RS92-SGP 型の日本仕様である Vaisala RS92-SGPJ 型 GPS
ゾンデ(口絵 16)の使用を開始した．運用開始から RS2-91
型との連結飛揚を行い，翌平成 22(2010)年 10 月までに

115 回の比較観測を実施した(高層気象台：2011)．また，

平成 23(2011)年には，雨天時に集中的に実施した比較観

測データを利用して，雨天時における気温観測データの

特性について調査を行い，RS2-91 型が成層圏において気

温を低めに観測することを示した(古林ほか：2012)．なお，

方向探知機による高層風観測は平成 23(2011)年 11 月が

最後となり，その後完全に GPS 方式に移行した． 

平成 25(2013)年には，MBL で使用するゾンデの地上処

理装置からの出力形式の仕様を規定することで，MBL で

使用するゾンデを複数のメーカー・ゾンデが入札対象と

なるように変更した．その結果，同年 7 月から MBL で

明星電気 RS-11G 型 GPS ゾンデ(気圧計非搭載，口絵 18)

を使用することとなった．また，平成 26(2014)年 2 月 28
日をもって，03 時と 15 時に行っていたレーウィン観測

を終了した． 

 平成 29(2017)年 9 月に，MBL で使用するゾンデが RS-

11G 型から iMS-100 型 GPS ゾンデ(口絵 16)に変更となっ

た．これに先立ち，非常に小型で軽量な iMS-100 型の飛

揚形態を決定するため，変更前の平成 28(2016)年 4 月か

ら 10 月までの間に 36 回の試験飛揚を実施した．また，

iMS-100 型と RS-11G 型の連結飛揚を，翌平成 29(2017)

年 6 月までに 4 季節昼夜各 10 回，計 80 回を実施して，

平成 30(2018)年に気温，湿度，気圧，ジオポテンシャル

高度，風向・風速の差等についてとりまとめた(古林・星

野：2018)．令和 2(2020)年度には，MBL で Vaisala RS41-
SG 型 GPS ゾンデ(口絵 16)を使用することとなり，同年

6 月に使用を開始し，RS41-SG 型と iMS-100 型との連結

飛揚を行っている． 
 GPS ゾンデの観測データ処理は，それぞれの GPS ゾン

デメーカーが提供するソフトウェアにより行っていたが，

気象庁は平成 30(2018)年 3 月に高層気象観測データ統合

処理システムを整備して，気象庁が規定したアルゴリズ

ムに基づき作成した観測データ処理プログラムにより各

観測所のデータ監視や観測報・資料報の発信を観測部現

業で一元処理することとなった．これにより現業観測に

おいて，高層気象台現業では飛揚準備から放球までを実

施して，観測部現業(現大気海洋部予報課気象監視・警報

センター観測チーム)は飛揚後のデータ監視や観測報・資

料報の点検・送信を実施することになった． 
 

(15) 水素ガスの安全対策 

水素ガスによる気球爆発事故の原因は，水素ガスと気

球内部面の摩擦による静電気帯電と，そのスパークによ

る引火と考えられていたため，ボンベ等の接地で対応し

ていた(中央気象台：1951)が，昭和 32(1957)年 7 月，確 
実に対応を取っていたにもかかわらず水素ガスボンベが

自然発火し，水素貯蔵庫が焼失した．当時の川瀬台長の

指導のもと，発火原因についての詳細な調査と実験を行

い，ガス噴出に伴う帯電の火花放電が原因であることを

つきとめた(中島ほか：1958)(高層気象台：1960)(中島ほ

か：1961)(穐田ほか：1961)．さらに穐田ほかは，防止策

としてボンベの口金や気球への水素ガス充填に用いる浮

力錘の出口に放電針を取付けることを考案した (図
3.2.10)．  
 

 

図 3.2.10 浮力錘と放電針(円内) 
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この考案は昭和 38(1963)年に「可燃性ガス容器の自然

発火防止装置」として特許(特許出願公告：昭 38-10792，
特許 0413702)を取得し，この功績により発明協会全国表

彰及び運輸大臣表彰を受賞した(高層気象台：1978)． 
 

(16) 巻下器の開発 

巻下器は，強風時のゾンデ飛揚におけるゾンデ破損や

気球破裂を避けるために使用するもので，所定の長さの

吊り紐を巻付けて気球とゾンデの間を短くすることでゾ

ンデの飛揚を容易にし，気球が上昇する間に吊り紐が次

第にほどけて通常の長さになるものである．古くは昭和

26(1951)年刊行の「高層観測指針」に巻下器という記述が

ある． 

昭和 41(1966)年頃からアルミ製の堅牢な「66 型遅動式

巻下器」(図 3.2.11 左)を使用してきたが，昭和 47～48(1972
～1973)年に観測部高層課の依頼により軽量で低コスト

の巻下器の開発に取り組んだものの当時は完成に至らな

かった．その後，昭和 56(1981)年にゾンデが軽量小型化

したため，昭和 61(1986)年から再び巻下器の開発に取り

組み，柳橋・中村(1987)が考案して実用新案登録した「緩

降下装置」(実登 1986203)を原型として，新井・大胡田

(1988)がビニールホースとゴムバンドを組み合わせた

「気象観測用巻下器」(実用新案出願広告，平 5-8240) (図
3.2.11 中)を開発した．平成 29(2017)年 9 月に使用を開始

した iMS-100 型の重量は 40g 未満と非常に軽量なので，

「気象観測用巻下器」をさらに小型化した「気象観測用

小型巻下器」(図 3.2.11 右)を使用している． 
 

 
図 3.2.11 各種の気象観測用巻下器 

左から 66 型遅動式巻下器，気象観測用巻下器，気象観測用

小型巻下器(阿部(2018)から引用)． 

 

(17) パラシュート開傘率向上へのとりくみ 

 気球破裂後，ゾンデ等の飛揚器材は地上や海上に落下

する．地上に落下する飛揚器材等(以下，「落下ゾンデ」

という)による衝撃軽減のため，地上付近での落下速度が

3～4m/s となるようにパラシュートを取り付けている． 
 パラシュート開傘率を向上させ地物衝突による事故を

減少させるために，昭和 45(1970)年頃に気球破裂後にパ

ラシュートと気球残骸を切り離し別々に落下させる「気

球切離し方式」(毛利：1970，渡辺：1972)，平成 4，9(1992，
1997)年にパラシュート下部と頂部を結ぶ転送紐に転送

リングを通しそのリングに気球を結び飛揚する「転送リ

ング方式」，平成 6(1994)年にパラシュートを逆さにゾン

デ下部に取り付けて飛揚する「逆さ吊り方式」，平成

9(1997)年に気球内にパラシュートを収納して飛揚する

「気球内収納方式」等，いくつかの方式について検討・

試験が行われてきたが，業務導入まで至らなかった． 

 成田ほか(1999)は，平成 10(1998)年に改めて様々な接

続方法について検討・試験飛揚を行い，総合的に評価が

高かったパイプセパレータ方式の利用を提案した．パイ

プセパレータ方式とは「切り離し装置方式」の一種で，

竹棒をパラシュート頂部に，パイプをゾンデあるいは吊

り紐の中間に取り付けて，竹棒をパイプにさした状態で

飛揚する方式である．図 3.2.12 に中間取付タイプのパイ

プセパレータ方式を示す．平成 11(1999)年には「ラジオ

ゾンデ用パイプセパレータ方式パラシュート」として実

用新案登録(第 3065371 号)を取得した．高層気象台では，

平成 12(2000)年からパイプセパレータ方式で運用してい

る．また，平成 12(2000)年の高層気象台創立 80 周年記念

式典において，開発者の成田・梶原に対して「パイプセ

パレータ方式パラシュートを開発した功績」についての

高層気象台長表彰が行われた．その後，ゾンデ軽量化に 
 

 
図 3.2.12 パイプセパレータ方式(中間取付タイプ) 

(成田ほか(1999)から引用)． 
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対応した「つり紐直結型パイプセパレータ方式」を開発

して，平成 27(2015)年 9 月から全国で運用されている． 
 また，強風時の開傘率向上等を図るため，峯野ほか

(2000)が「ラジオゾンデ用収納方式パラシュート」を開発

して，平成 12(2000)年に実用新案登録(第 3074645 号)を

取得した．金子ほか(2007)は，パラシュートと巻下器を一

体化したものを開発した． 

平成 28(2016)年には，観測部観測課の依頼により iMS-

100 型等の軽量ゾンデに対応した新型パラシュートの性

能試験，不織布パラシュートの雨天時性能試験や生分解

性素材パラシュートの性能試験を行った． 
 

(18) ゾンデの落下位置予測 

高層気象台では，昭和 41(1966)年頃から飛揚前 12 時間

以内の観測資料を使い落下地点を推定する方法を開発

(三浦：1966)して，オゾンゾンデ飛揚の可否の参考資料に

する等，危険防止の観点でゾンデ落下地点の推定・把握

に取り組んできた(竹内ほか：1979，中村ほか：1990)． 
平成 6(1994)年には，オゾンゾンデ飛揚の 6 時間前の観

測データを用いて落下位置を予測するソフトウェアを開

発した(木津・川上：1994)．その後，平成 11(1999)年には，

ゾンデ落下中のデータをリアルタイムで利用し気球の残

骸重量，開傘状況等の条件を考慮した着地位置等の予想・

航跡等の表示を行う「ゾンデ落下位置監視プログラム」

を開発した(中野ほか：1999)． 

平成 13(2001)年頃から，任意の地点からのゾンデの飛

揚から着地に至るゾンデの振る舞いを，ゾンデ飛揚前に

数値予報データ等を利用してシミュレーションする「ゾ

ンデの飛翔予測シミュレーション(AOS)プログラム」を

開発(中野・藤田：2002)した．AOS によるゾンデ落下位

置予測の例を図 3.2.13 に示す．平成 15(2003)年には，利 
 

 
図 3.2.13 AOS によるゾンデ落下位置予測 

(中野・藤田(2002)から引用)． 

用者が WEB ブラウザ上で操作してシミュレーションを

実行できる WEB アプリとした「ゾンデの飛翔予測情報

システム」として完成(藤田：2003)させた．平成 17(2005)

年には，予測精度の検証と地図描画の導入等の実運用化

のための改善を行った(岩坪：2005)．また，平成 18(2006)

年には，Windows 版「落下位置監視プログラム」が完成

し，観測課を通じて地方官署へ配布されている．その後

もゾンデ小型化等で飛揚器材に変更があると，落下位置

予測に係るパラメータを見直して運用している(伊藤・奥

山：2008)． 
 

(19) 高層気象観測データの活用と今後の高層気象観測 

ラジオゾンデによる高層気象観測は，観測回数が 1 日

に 2 回と少なく，観測地点数も国内で 16 地点と限られ

ているが，運営経費が高額となるため絶えず観測の効率

化が求められている．しかしながら，上空の大気の状態

を直接観測で立体的に把握するものはほかになく，非常

に重要なものとなっている．この高層気象観測データは

リモートセンシング観測の検証・グランドトゥルースデ

ータとしての利用や，数値予報モデルの初期値やモデル

開発の検証データとしての利用に欠かすことができない

ものである．さらに，高層気象観測データは国際的に交

換されて，天気図作成や数値予報モデルによる気象予測

に現業的に利用される気象業務の基盤データとなるほか，

気象庁において編集・統計処理されて，気候変動の監視

や気象災害等の調査を始め各種産業界等にも広く利用さ

れている． 
 高層気象台は，ラジオゾンデによる観測の草創期から，

試験飛揚の実施等でラジオゾンデの開発・改良に積極的

に関わってきたが，GPS ゾンデではメーカーが開発・製

品化を担うようになり，高層気象台が直接それに関わる

ことはなくなった．しかし，商品化された GPS ゾンデに

よる観測とその結果が妥当なものかを正しく評価し，さ

らにメーカーに依存せずとも，より高精度な観測データ

を引き出す技術力が必要とされる．また高層気象台は，

パラシュートの開傘率向上や落下ゾンデ位置予測等の安

全に，かつ効率的に観測を行うための技術開発にも積極

的に取り組んでおり，引き続きこれに貢献することが期

待される． 
高層気象台が行ってきた，長期間にわたる精密な高層

気象観測の成果は，気候変動・大気環境監視にとって基

礎となるもので，引き続き，新旧ラジオゾンデの切替時

に両者の比較観測による系統的な差の把握とその補正に

よる長期間均質な高層気象観測データを提供する等，気

候変動等に資する観測データの提供に係る取り組みを着



第 1 部 第 3 章 高層気象台で行う観測 

- 37 - 
 

実に行うとともに，GRUAN(第 6 節で述べる)等の WMO
による様々な観測への参加を含め国際的な貢献してゆく

ことが期待される． 
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